























































































































































































































































































































































































































































































































































1　2015 年 9 月国連総会採択、ＳＤＧｓの外務省仮訳（参考文献 2）
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動志向型、簡潔、かつ、野心的目標である。限
られた数の目標。そして最後に、2015年以降
の国連開発アジェンダに統合されるものである。
　これらの目標は具体的であり、日本のみなら
ず世界の企業にとっても、また企業経営者にと
り大切な指針である。経済、社会、環境の3点
から企業の経営をかじ取りしていくことが、経
営者の必須条件になっている。これまでも企業
経営者は経済情勢を見極め、社会の動向を感知
しながら製品を作りこみ、環境への影響を考え
てはきたであろう。その整合性をはかりながら
企業の経営を行っていくことがこれまで以上に
求められている。
3-2　水資源をめぐる発想の転換事例
　上記のＳＤＧｓの17目標は、個々にかなり
具体的な含意を持っている。いくつかの事例を
みてみたい。この20年ほど日本の農産品はそ
の品質の良さで国際的にも高い評価を得ている。
特に、野菜や果物での評価基準で糖度が尺度に
なり、菓子食品ほどの糖度をもつ果物が生産さ
れている。日本の農産品市場では、美味しさの
基準が甘さに代替されて表現されるようになっ
て久しい。この糖度が高い農産品を作り出す仕
図1　ＳＤＧｓのロゴマーク
出典：参考文献（2）2015年より筆者作成
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掛けの一つに、水遣りを少なくして、野菜や果
物に自己防衛本能を働かせ、保身のための糖度
を蓄積するという農法が開発されてきた。野菜
や果物が水の少ない状況を緊急事態と判断し、
生き残るための栄養貯蔵の手段として糖度を高
め保持していくプロセスが、高糖度の野菜や果
物を生んできたのである。これは言い換えると、
耕作面積の単位当たり作物の収穫に必要な水資
源の総量が、この農法では少なくて済むことに
なる。これは上記の目標6における、水資源の
有効活用と持続的な管理に合致した農法である。
従来の農産品の品種改良と、商品価値を高める
農法の開発が、持続可能な開発目標とまさに合
致した好例である。
　日本の農家がこれまで行ってきたさまざまな
試みが、新たな価値基準で評価されている。し
かしながら2-2節で述べたように、日本の農業
は大きな岐路に差し掛かっている。農業従事者
の高齢化、耕作放棄地の増加、食料自給率の低
迷などは日本の農業のみならず、日本の政治課
題、社会問題としての喫緊の課題である。ＴＰ
Ｐをめぐる動向が流動的な現状ではあるが、日
本の農業を正面から見据えた時に、ＳＤＧｓの
目標6は、農業従事者や農業法人が目指してい
く方向に、新たな指針になることであろう。視
点を変え、明確なビジョンを持とうという時に
こそ、このＳＤＧｓの目標設定が意味を持つこ
とになる。
3-3　エネルギー政策の課題
　上記の目標7では、再生可能なエネルギー源
でのエネルギーミックスを提唱している。日本
のエネルギー政策は大きな反省を求められるこ
とになる。安価かつ信頼できる持続可能なエネ
ルギーを求めるとは、どのようなエネルギーの
体制を構築すべきなのであろうか。日本の主要
発電源をたどってみると、1965年頃までは水
力、1973年の第一次石油危機までは石油、そ
の後は石炭とＬＮＧ（液化天然ガス）、そして
原子力の組み合わせであった。2 2011年の東
京電力福島第1原発の事故以降、原子力発電の
割合は今日までほぼゼロである。その不足分は
ＬＮＧでまかなっている。この目標7の提案は、
化石燃料への依存から、再生可能エネルギーに
発電源をシフトしていこうという強いメッセー
ジである。日本ではエネルギー政策の基本にこ
れまで原子力発電があった。その一番の理由は
発電コストの低さである。しかしその試算には、
原発事故があった場合の対策費用、社会的損失
費用が盛り込まれていないことから、試算の信
頼性が問われている。
　原子力発電には放射性廃棄物の処理問題など、
大きな課題が残っているのが現状である。日本
政府がエネルギー政策の基本として原子力発電
を導入したのであるが、2011年3月の東京電力
福島第1原発事故で、原子力発電は現在の科学
技術では人の手によるコントロールができず、
非可逆的な被害をもたらす恐れがあることが立
証された。それが明らかになったからには、脱
原子力発電へと大きく舵を切るべきであろう。
コントロール可能な発電源をコストがかかって
も維持し、さらには再生可能エネルギーへの全
面移管を進めるべきである。このようなパラダ
イム転換ができなければ、福島の原発事故から
学んだとは到底言えないのである。現在日本全
体で17自治体に原子力発電所、3 ヶ所に研究
炉がある。それらは海沿いに立地し、いずれの
自治体でも交付金が歳入を支えている。地場産
業や地域創生の難しい土地柄ではあろうし、原
発に依存した自治体運営であったことであろう。
しかしながら、既得権や余剰利益にしばられた
レントシーキング社会から脱却することが必要
である。福島の原発事故の教訓は、何物にも代
えがたい地域のきずなを失ってしまったことで
あり、上記20の自治体に向けられた重要なパ
ラダイム転換の示唆である。次の世代に町や村
を残していくには、相応の覚悟と意気込みで脱
原発に進んで欲しい。
2　「2016 年度エネルギー白書」経済産業省エネルギー庁、2016 年
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4　国際経営のパラダイム転換
4-1　パラダイムの転換
　ＳＤＧｓの目標1で取り上げられたあらゆる
場所のあらゆる形態の貧困を終わらせるとい
う強い目標は、現代国際社会の基本方針であ
る。経済の発展と成長は、各国で進んできたも
のの、依然として絶対的な貧困は終わっていな
い。所得再分配の仕組みにはおのずと限界があ
る。国際社会の中心的役割を果たすべき国連な
どの機関には、残念ながら世界各国からの富を
再分配する役割は期待できない。資本主義経済
の影の部分がこの20数年で際立ってきた感が
ある。自らの努力と才覚で、富を築いてきた人々
にとって、貧困層の人々は努力不足と映ってい
るのであろう。資本主義経済システムの参入退
出の自由には、制度的な限界があり、そこから
脱落してしまった人々に再チャレンジができな
い難しさがある。競争社会の制度設計で大切な
ことは、挑戦するために機会均等であることと、
市場の参加者に敗者復活の機会が設けられてい
ることが不可欠である。現代社会では、挑戦す
るための機会が均等であるか、また敗者復活が
保障されているかとなると甚だ疑問である。貧
しい人々がそこから這い上がる機会はとても狭
く厳しい。そうなると貧困の悪循環に陥ってし
まい、親子代々でその状況が継続してしまう危
険性がある。
　一方、富裕層の人々は、法律や税制など経済
社会の構造や制度設計にまで踏み込む発言力を
持つことができるようになると、自らの富を減
らすことなく、維持増大できるような仕組みを
提案し実現できる立場になってきている。一説
には、世界の富裕層62名の総資産が、人口ピ
ラミッドの底辺にある36億人の資産総額に等
しいともいわれている。富裕層の人々が、何ら
かの形で努力を重ねてきたことは否定しないが、
その資産の集積がこれほどまでであるとすれば、
それは制度として限界に達していると言わざる
を得ない。このような格差社会がこれからも継
続できるとは到底考えられない。資本主義経済
の仕組みを含めて、大きな視点からのパラダイ
ム転換が行われなければならない時代になって
いる。
4-2　グローバリズムの再考
　現在の各分野の論調をみていると、国際社会
全般の協力体制や全体利益という視点ではなく、
自国中心の国益追及、地元志向の短期的な利益
追求という意識で政策が動いているよう見える。
反グローバル化の論調が主張しているのは、自
己中心的で短期的、自分さえ良ければ他者はど
うなっても構わないという極めて利己的な考え
方である。反グローバル化の主張の本質を見
誤ってはいけない。グローバル化を否定する保
護主義や利己的なナショナリズムからは、決し
て自国の長期的な国益も得られないし、地域の
長期的な発展、自社の永続的な成長軌道も望め
ない。これまで先人たちの努力で達成されてき
たグローバル化の流れを、近視眼的な政策で後
退させてはいけない。そのためには各国首脳や
多国籍企業の経営者たちが果たすべき役割や社
会的責任を再考しておかなければいけない。時
間的にも空間的にも拡大してきた現代のグロー
バル社会では、海外直接投資先の地域での雇用
や地域経済活性化支援という大きな役割が期待
されている。本来ならば、企業の経営判断で進
出していった直接投資先ではあっても、ひとた
びそこで事業活動を行うとなれば、かなりの覚
悟をもって企業経営に臨まなければならない。
長期間にわたり、地域社会の一員として活動し
ていくという地に足がついた経営姿勢が問われ
ている。現地社会に溶け込んで、雇用機会を増
やし、賃金を支払い、技術支援をしていくこと
は基本であるが、それ以上の役割を果たすこと
がグローバル化した企業経営者には求められて
いる。国際経営のパラダイムとして、地域社会
との関係構築をはかっていくことが大切である。
4-3　まとめ
　本稿では、この数年顕著になってきた保護主
義的な動向が、グローバル化の流れと逆行する
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傾向にあるとの認識で問題意識を設定して論じ
てきた。特に、2016年は、世界主要国の論調
や国民投票行動、さらには指導者が交代するな
かで、反グローバリズムの発言が多くみられた
ことに強い不確実性を感じている。世界各国が
協調と協力し合うことで、多くの深刻な課題に
対処できる素地が整ってきただけに、100年以
上前に逆行するかのような言動や行動には、不
安を感じている。
　一方、資本主義経済の仕組みには、貧困と富
の偏在という現実が生じていることも認識しな
ければならない。価格をパラメータとし、市場
において需要と供給が均衡するという古典的な
市場メカニズムの限界が、顕著になってきたこ
とが2008年のリーマンショック以後の金融資
本市場の実相である。資本主義経済のもつ成長
のプロセスでは、極度の栄養失調による乳幼児
死亡率は解消できないことが明らかになってい
る。また貧困の解消や所得の向上を目指した経
済発展の過程では、むしろ経済格差が拡大し、
不平等が悪化しているのが現状である。金融資
本市場におけるマネーゲームでは、景気は浮揚
しないことを再確認しなければならない。所得
再分配の仕組みをいま一度再構築する必要があ
る。
　本稿執筆時でアメリカのトランプ次期政権主
要閣僚には、金融資本市場での経験者と、軍出
身者が登用されるとのことである。かつてアメ
リカの政治と経済は、産業界と軍の密接な関係
ということで、産軍複合体とも呼ばれていた。
今回の布陣を見る限り、トランプ次期政権は金
軍複合体とでもいうのであろうか。アメリカの
所得や社会の格差を批判し攻撃して大統領に就
任するトランプ次期大統領の政権構想が、これ
までの選挙運動での言動と不整合であるように
感じられてならない。移民の排斥にせよ、周辺
諸国との共通市場の現状にせよ、これまでの通
商交渉の多大な努力で構築されてきた信頼関係
が、一気に瓦解するのではないかという不安要
素がぬぐえない。
　国際経営を推進していく多国籍企業やそれら
の経営者には、現時点で参考書もなければ先行
事例もない。2017年の現在は、まさに羅針盤
なき世界である。そこでは自分の頭で考え、収
集した情報を基に的確な判断をし、最終的な決
断をしていかなければならない。国際社会の格
差をどのように是正すべきか、そのためにでき
ることや、為すべきことは何かが問われている。
そしていかなる場合にも、国際経営を担う多国
籍企業の経営者はもとより、そこで働く一人ひ
とりが事業を通じて、常に公正な分配を期して
いくことを新たな命題、パラダイムとして保持
していって欲しいものである。
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